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第33表 年齢階級,求職理由別完全失業者,完全失業率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第34表 年齢階級別パート・アルバイト労働者数,比率

第35表 卒業者の進路別構成比

第36表 仕事につけない理由(主な理由)

平成11年版 労働経済の分析



第37表 性,年齢階級別失業頻度,失業継続期間(1996～98年)

平成11年版 労働経済の分析



第38表 年齢各歳別完全失業者数(1998年平均)

第39表 年齢階級別就職率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第40表 年齢階級,世帯主との続き柄別完全失業率(1998年前年差)

第41表 世帯主との続き柄,求職理由別完全失業者数

平成11年版 労働経済の分析



第42表 離職する前の家計の主な担い手と再就職する時期についての考え

平成11年版 労働経済の分析



第43表 失業期間,世帯主との続き柄別完全失業者数

第44表 職業間労働移動の状況

平成11年版 労働経済の分析



第45表 産業間労働移動の状況

平成11年版 労働経済の分析



第46表 産業別雇用失業率

平成11年版 労働経済の分析



第47表 産業別離職率

第48表 前職の産業,失業期間別完全失業者数

第49表 前職産業別にみた現在の就業状態

平成11年版 労働経済の分析



第50表 性,年齢階級別長期失業者割合

第51表 男女別長期失業者割合の推移

平成11年版 労働経済の分析



第52表 年齢階級,求職理由別6か月以上失業者の割合(1990～99年の累計)

第53表 前職の就業形態別長期失業者割合の推移

平成11年版 労働経済の分析



第54表 標準化失業率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第55表 失業率の上昇幅の日米比較(1991～98年)

第56表 アメリカの求職理由別失業者数

平成11年版 労働経済の分析



第57表 失業が実質GDPに与える影響

平成11年版 労働経済の分析



第58表 失業が消費性向に与える影響

第59表 過去の転職回数別転職率

第60表 有職者の失業に対するイメージ

第61表 OECDの推計によるアメリカの均衡失業率

平成11年版 労働経済の分析



第62表 職業別年齢間ミスマッチ指標等の状況(1998年)

平成11年版 労働経済の分析



第63表 労働力不足への労働面での対処方法別事業所割合及び労働者採用に当たっての対応別事業所割合

第64表 60歳以上定年企業の割合

平成11年版 労働経済の分析



第65表 前職と同じ仕事を探している離職失業者の割合

平成11年版 労働経済の分析



第66表 再就職に際してこだわった再就職条件と緩和した希望条件

第67表 雇用変化率の散らばりの推移

平成11年版 労働経済の分析



第68表 ブロック別完全失業率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第69表 1人当たり県民所得格差の推移

平成11年版 労働経済の分析



第70表 年齢階級,雇用形態別転職希望者及び転職希望求職者の各雇用形態別有業者に占める割合

平成11年版 労働経済の分析



第71表 会社にいつまで働くかについての新入社員の意識

平成11年版 労働経済の分析



第72表 年齢階級,転職希望理由別転職希望者数構成比

平成11年版 労働経済の分析



第73表 「初めての会社」の選択理由別割合

平成11年版 労働経済の分析



第74表 性,年齢階級別パートタイム労働者等の比率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第75表 都道府県別データを用いた構造的・摩擦的失業率の推計

平成11年版 労働経済の分析



第76表 女性の労働力率関数,失業率関数の推計

平成11年版 労働経済の分析



第77表 女性の就業から失業及び非労働力への流出率の推移

第78表 女性配偶者の労働力率関数の推計

平成11年版 労働経済の分析



第79表 女性配偶者と女性全体の労働力率の需給感応度の計測

第80表 大ショック期の生産,雇用,労働投入量の変化率と弾性値

第81表 製造業の企業収益の状況

平成11年版 労働経済の分析



第82表 雇用過不足感の変動要因

第83表 新規事業展開における進出分野

平成11年版 労働経済の分析



第84表 雇用者数の推移(運輸業,中分類)

第85表 事業形態別の電気通信業従業者数の推移(前年差)

第86表 業態別従業者数の推移(小売業)

平成11年版 労働経済の分析



第87表 卸売・小売業・飲食店におけるパート,アルバイト比率

第88表 産業別企業規模別雇用者構成比の推移

平成11年版 労働経済の分析



第89表 企業規模別雇用者構成比等の推移(卸売業,小売業,飲食店)

平成11年版 労働経済の分析



第90表 職業別雇用者数の推移

第91表 産業,職業別就業者数の推移

平成11年版 労働経済の分析



第92表 事業所の新設,既存,廃止別従業者数の増減寄与度(年平均伸び率)

平成11年版 労働経済の分析



第93表 新設事業所従業者数と1事業所当たり平均従業者数

平成11年版 労働経済の分析



第94表 新設事業所の開業率

第95表 新設事業所の雇用創出率

平成11年版 労働経済の分析



第96表 親会社の有無別にみた企業規模(新規企業)

第97表 雇用形態別労働者数の伸び(前年同期比)

平成11年版 労働経済の分析



第98表 就業形態別の雇用増減の組み合わせに基づいた類型別事業所割合

第99表 事業所類型別にみた一般労働者の増減寄与度

平成11年版 労働経済の分析



第100表 企業の経営戦略

第101表 新規事業展開の理由(今後5年間)

平成11年版 労働経済の分析



第102表 企業組織面での対応策

平成11年版 労働経済の分析



第103表 過去5年間の新規事業に従事する従業員数の割合

第104表 過去5年間の新規事業展開に従事する従業員数の今後5年以内の見通し(企業全体)

第105表 広義の情報通信関連産業の範囲と構成

平成11年版 労働経済の分析



第106表 広義の情報通信関連産業の従業者数の構成変化

平成11年版 労働経済の分析



第107表 広義の情報通信関連産業の常用労働者の伸び

平成11年版 労働経済の分析



第108表 産業,性別従業者数構成の変化

平成11年版 労働経済の分析



第109表 職種別構成比

平成11年版 労働経済の分析



第110表 産業,就業形態別常用雇用者数構成

第111表 産業,性,年齢階級,学歴別平均勤続年数

平成11年版 労働経済の分析



第112表 産業別入職率・離職率

平成11年版 労働経済の分析



第113表 産業,年齢階級別学歴間年収格差

第114表 産業別平均労働時間

第115表 産業,職種別勤務・休暇制度の適用状況

平成11年版 労働経済の分析



第116表 産業,労働面の課題別事業所数構成

第117表 医療・福祉分野の従業者数の推移

第118表 医療・社会福祉施設数の推移

平成11年版 労働経済の分析



第119表 施設別にみた職種別従事者数の推移

第120表 産業別正社員・正職員,非正社員・非正職員比率(医療,福祉分野等)

平成11年版 労働経済の分析



第121表 産業別常用雇用者の年齢構成

第122表 産業,性別の入職率・離職率

平成11年版 労働経済の分析



第123表 勤続5年未満従事者の構成比

第124表 職種,年齢階級別医療業の平均年間収入(企業規模計)

平成11年版 労働経済の分析



第125表 週休2日制の実施状況

第126表 教育・余暇分野の従業者数の構成変化

平成11年版 労働経済の分析



第127表 教育・余暇分野の需要面の動向

平成11年版 労働経済の分析



第128表 産業,性別従業者数構成

平成11年版 労働経済の分析



第129表 産業別正社員・正職員,非正社員・非正職員比率(教育・余暇分野等)

第130表 個人教授所における年齢階級別労働者構成比

平成11年版 労働経済の分析



第131表 産業別平均勤続年数

第132表 産業別平均賃金(一般労働者)

第133表 ビジネス支援分野の事業所数,従業員数及び増減率の推移

平成11年版 労働経済の分析



第134表 業務委託による労働者数への効果

第135表 業務委託部門の配置転換等の状況(業務委託に労働者数減少効果があったとする企業)

平成11年版 労働経済の分析



第136表 産業別男女構成比

第137表 産業別正社員・正職員,非正社員・非正職員比率(ビジネス支援分野等)

平成11年版 労働経済の分析



第138表 産業,性別労働者の平均勤続年数

第139表 産業別,深夜労働・休日労働の有無別労働者数の構成比

平成11年版 労働経済の分析



第140表 産業,休日制度別労働者数の構成比

第141表 産業,今後の労働面の最重要課題別事業所数の構成比

平成11年版 労働経済の分析



第142表 産業,確保したい人材別事業所の構成比

第143表 1997年の雇用構造

平成11年版 労働経済の分析



第144表 事業展開と雇用をめぐる課題

平成11年版 労働経済の分析



第145表 今後なりたいビジネスマン像

平成11年版 労働経済の分析



第146表 企業が求める人材像

平成11年版 労働経済の分析



第147表 現在の仕事をする上で有効な事柄(有効度指数)

第148表 職場内で行った指導内容と最も効果的な職場内訓練

平成11年版 労働経済の分析



第149表 社員が創造的に仕事を行う能力を高めるために社内で行う能力開発方法

第150表 戦略的人材の職務能力の育成で企業が重視しているもの

平成11年版 労働経済の分析



第151表 企業の人材育成に対する考え方

第152表 能力開発プロゲラムに対する評価

平成11年版 労働経済の分析



第153表 会社が企画する能力開発プログラムの内容への不満

第154表 雇用保険失業給付の実績

第155表 世帯主が求職中の世帯における収入

平成11年版 労働経済の分析



第156表 公共職業訓練校数(1998年度)

第157表 職業訓練の効果の分析(ロジステイック分析)

平成11年版 労働経済の分析



第158表 地域別入職経路

平成11年版 労働経済の分析



第159表 年齢階級別入職経路

第160表 年齢階級別ハローワークの利用理由

第161表 ハローワークへの要望

平成11年版 労働経済の分析



第162表 障害者の就職経路

第163表 コーホートでみた勤続年数産業別

平成11年版 労働経済の分析



第164表 世帯主の年齢別にみた今後の見通し

第165表 アメリカの勤続10年以上の労働者の割合(1998年)

平成11年版 労働経済の分析



第166表 45歳以上の中高年齢層に対する教育施策

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成11年版 労働経済の分析




